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≪事務事業実施に係るコスト≫
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[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円）

投
入
コ
ス
ト

小　　　　計

小　　　　計

人
件
費

職
員
の

受益者負担

職員人工数

県支出金

職員の年間平均給与額（千円）

1,576合　　　　　計

5,685

1,109

6731,137

5,610

0.12

436

439

0

0.20

0

436

対象（誰、何に対して）

事業主体

年度】

事務事業を構成する細事業　市民からの人権問題に関する相談に対し、法務局や人
権擁護委員、各種団体等と協議しながら、問題解決につ
なげていく。
　広域で組織されている玉名人権擁護委員協議会に補助
することで協議会での相談体制の充実を図り課題解決に
導く。
　人権擁護委員の適任者を法務局へ推薦することで、人
権問題への対応の充実を図る。

一部委託

本堂山墓地公園管理組合補助事業

意図（どのような状態に
したいのか）

玉名人権擁護委員協議会補助事業

会計区分

総合計画での位置付け

基本目標（章）

事務事業の実施背景
（どのような問題又は
ニーズがあるのか）

施策区分

内部管理事務
事業区分

実施の根拠
（複数回答可）

市長公約

ソフト事業

該当なし

金額

人権教育・啓発に関する基本計画、人権教育・啓発基本計画

施設の維持管理事業建設・整備事業

千円】年度予定

国 民間

一般会計 特別･企業会計【

その他【

義務的事業

実施方法 直営

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金

その他

一般財源 439

実施

H17

期間限定複数年度

多様化する社会情勢の中で、さまざまな人権に関する偏見や差別が発生しているため解決する必要があ
る。

市民

主要施策（節）

平成26年度

（１）人権教育と人権啓発活動の充実

事務事業事後評価表

起債

人権問題対策推進事業

人権課題に対する市民からの相談に対応し、個別による人権課題の解決を図る。

事務事業の名称

事業期間
年度～

単年度繰返し

計画等の策定事務

全部委託

H24年度決算

事務事業の具体的内容

H23年度決算

市県

単年度のみ

　重点
　施策

（２）人権啓発の推進

⑥みんなで進める協働のまちづくり

年度まで】

細目

年度から】

新市建設計画【

日本国憲法、人権教育及び人権啓発の推進に関する法律法令、県･市条例等【

その他の計画【

人権啓発課

評価者（担当者）

担当課

荒木　勇

　該当

】

461

0

729

0

461

その他【

人権擁護委員推薦事務

第42回熊本県人権教育研究荒玉大会事業

512

512

】

全体計画H25年度決算 H26年度予算

人権相談事業

⇒

補助金等交付

0

1,1901,241

0.13

729

0.13

5,610 5,610
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≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

④

⑤

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

≪今後の方向性と改善≫

■評価責任者記入欄■

〈判定〉

妥
当
性

有
効
性

A

〈判定〉

A

〈判定〉

A

熊本県人権教育研究大会を
開催する。

補助金交付を行うことで、墓
地管理を行う。

単位計算方法又は説明

分科会会場数

％

人権相談事業

人権擁護委員推薦事務

本堂山墓地公園管理組
合補助事業

事務事業を構成する細事業

作業回数 回

法務省へ推薦事務処理

第42回熊本県人権教育
研究荒玉大会事業

玉名人権擁護委員協議
会補助事業

2

1

成果指標（意図の数値化）

相談助言率

活動指標

4

12

評価の説明

100 100

H23目標 H24目標

H23実績 H24実績

18

100 100

H25実績

H26目標

単位手段（細事業の具体的内容）

相談開催会場数

6年度推薦人員

件補助金交付事務処理

相談の受付

成果向上の余地

100

評価の視点

100100

評価

相談件数に占める助言数の割合

4

1

6

4

3

11

H25目標

6人

補助金交付件数

11 12 12

上位施策への貢献度

H26計画H25実績H23実績 H24実績

目標の達成度

実施主体の妥当性

事業を止めた場合、受益者に不利益が生じる
等の影響があるか。

税金を使って達成する目的か。また、役割が
薄れていないか。

市が実施すべき事業か。また、民間やNPO等
他の団体では実施できない事業か。

廃止・休止の影響

十分

余地なし

目的の妥当性

余地あり

未達成

成果がもっと上がる余地はないか。

成果指標の目標値は達成できたか。

上位施策の目的達成に貢献しているか。
不十分

余地なし

縮小を検討

評価項目

今後の方向性

公平性 受益者負担の余地

コスト低減の余地

事業統合の余地

効
率
性

余地あり

余地なし

拡充して継続

】

常に情報の共有化を図り、迅速に対応した。

余地なし

休止・廃止を検討現状のまま継続

受益者負担について、これ以上検討の余地は
ないか。また、対象、負担額等は適切か。

余地あり

達成

影響なし

影響あり

箇所

箇所

問題あり

問題あり

問題なし

2

1

人権侵害や差別による生命、財産、権
利等が脅かされる。

類似する他の事務事業との統合について、こ
れ以上検討の余地はないか。 余地なし

余地あり

余地あり

問題なし

コストの低減について、これ以上検討の余地
はないか。

余地あり

余地なし

相談事業の展開において、最も重要な要素は個人の持つ人間力であり、心の機微
がわかり共有し、解決に向けての努力が必要である。

廃止他事業と統合民間活用改善・見直し細事業の効率化【

評価責任者（課長）の所見

事務事業の執行上、簡素化又は改善できるプ
ロセスはないか。

民間委託など民間活力の活用について、これ
以上検討の余地はないか。

執行方法改善の余地

民間の活用の余地

昨年からの見直し・改善状況

相談体制の充実を図りながら、関係機関と連携を継続していく。
判断理由及び見直し・改
善の具体的内容

評価責任者

小山　正義
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